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要約

CON T E N T S

2030年の日本
創立50周年記念特集

1	 近年のICT（情報通信技術）の進歩により、「膨大なネットワークデバイス」から得られ
る情報により「実世界の精密なモデル」を構築し、人間の意思決定の支援や高度な情報
処理の自動化などを実現する「知的情報処理」が実現しつつある。

2	 今後、2030年に向けて、ICTの世界ではIoT（Internet of Things）などによる「Real 
World（実世界）との融合」、人間の意思決定の支援や高度な情報処理の自動化を促進す
る「インテリジェント化」、人とシステムとの自然なコミュニケーションを実現する

「Natural User Interface」の 3 分野でさらなる進化が起きると予想される。その結
果、人とシステムとの距離は急速に縮まり、互いに共生するような世界になる。

3	 野村総合研究所（NRI）では、こうしたICTと企業が保有しているサービスやモノ作りの
コアを融合させることにより、ビジネスを革新する企業を「 4 次元企業」と名付けた。
今後、 4 次元企業により新しいサービスや産業が業界の垣根を越えて創出されるだろう。

4	 現在の企業が、 4 次元企業に進化するためには、単に外部との連携などから技術を獲得
して製品やサービスを作るだけではなく、そこから構築されるビジネスに多様な企業を
取り込み、さまざまな価値を創造することが可能な共通基盤の構築が大切である。

Ⅰ　過去10年間に実現したICTの特徴
Ⅱ　RINコンピューティング
Ⅲ　4次元企業
Ⅳ　4次元企業への進化を遂げるために企業に求められるもの

古明地正俊

2030年のICTの姿と
新たな技術の方向性

長谷佳明



532030年のICTの姿と新たな技術の方向性

本稿は、NRIの50周年記念事業の一環とし
て取り組んでいる、2030年の日本を推考した
論文の一つであり、特に2030年に向けたICT
の技術的進化について論じたものである。

NRIでは、2001年よりICTの動向調査とそ
の予測を行う「ITナビゲーション活動」を
実施している。以下では、10年前に『知的資
産創造』に掲載した「2010年に向けてのIT
ロードマップ」に記載した情報システムの特
徴に言及しつつ、過去10年に実現した重要技
術について振り返ってみたい。

前述の論文では、情報システムは、「膨大
なネットワークデバイス」から得られる情報
により「実世界の精密なモデル」を構築し、
きめ細やかなサービスを提供するようになる
と同時に、人の意思決定の支援や高度な情報
処理の自動化など「知的情報処理」を実現す
ることが可能になると予想している。

現在の言葉に置き換えるならば、IoTから
得られるビッグデータに基づく、サイバー・
フィジカル・システムの実現と人の意思決定
支援の実現ということになるであろう。

また、現在の情報システムを特徴づける技
術として次の 3 つの技術について言及した。

①ネットワークの拡大およびネットワーク
に接続されるデバイスの増大

②情報システムに収集蓄積される膨大なデ
ータにより、構成される実世界モデルの
実現

③さまざまな情報をリアルタイムで仮想空

間に構築された実世界モデルに対して適
用することにより、意思決定の支援や自
動化への利用を可能とする知を持った
IT（情報技術）

これら 3 つの技術は2030年に向けても引き
続き重要であると考えられる。本稿では、こ
れらの 3 つの技術と今後出現すると予想され
る重要技術の特徴を整理し、2030年に実現す
るICTについて以下に紹介する。

NRIでは、2030年に向けて実現されるICT
技術の特徴として以下の 3 つが重要であると
考えた。

①Real World（実世界）との融合
②インテリジェント化
③Natural User Interfaceの実現
そして、これらの 3 つの技術によって人と

機械が共生し、企業活動の変革や豊かな社会
を実現することを可能にする技術としてRIN
コンピューティングという概念を考えた。以
下にRINコンピューティングを構成する 3 つ
の技術領域にについて紹介する。

1 Real World（実世界）との融合
（1）	「現実世界」を的確に捉えた

	 「サイバー世界」が高い価値を生む

身の回りにある、あらゆるモノがデータ化
され、製品やサービスへ活用され始めてい
る。この背景には、センサーの高機能化と小
型化、低価格化に加え、センサーとネットワ
ークが一体となったチップの登場がある。シ
スコシステムズのレポート注によれば、2015

Ⅰ	 過去10年間に実現した
	 ICTの特徴

Ⅱ	 RINコンピューティング
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いた予防保守サービスである。
予防保守サービスとは、機器を構成する部

品をあらかじめ定めた耐用年数に応じて定期
的に交換するのではなく、故障の予兆を捉
え、保守を計画、実施するものである。この
予兆をリアルタイムで捉えるために、機器に
取り付けられたセンサーと、クラウド上に構
築された解析システムPredixが活用される。
このサービスがもたらすメリットは、予期せ
ぬダウンタイムの最小化に限ったものではな
い。安全性を損なうことなく作業回数を最適
化し、保守サービスを行う作業員の稼働率を
平準化することで、サービスの低コスト化も
可能とするものである。

インダストリアル・インターネットを活用
したサービスには、政府も巻き込んだものが
ある。それが、ブラジルのゴル航空の事例で
ある。ブラジルは、2014年にワールドカップ
サッカーを開催し、2016年にオリンピックを
控え、観光客の増加に備える必要があった。
しかしながら、空港は飽和状態にあり離発着
の効率化が急務であった。そこで、GEは、
航路を詳細に分析、政府と協力することで標
準航路の見直しと航路の最適化を行うナビゲ
ーションシステムを開発、以前よりも多くの
航空機を離発着させることに成功した。

（3）	デジタル化は、先端製品に留まらない

実世界との融合は、先端製品を製造する企
業やITサービスに閉じたものではなく、広
く活用されるようになると予測される。この
具体的な取り組みの一つが、佐賀県窯業技術
セ ン タ ー で の、CAD/CAM、3Dス キ ャ ナ
ー、3Dプリンターなどのデジタル技術を活
用した焼き物作りである。

年、ネットワークに接続されたデバイス数は
250億台と見積もられており、20年には、そ
の倍の500億台に上ると予測されている。

これまで散在していたデータがネットワー
クによって集約され、システムによって解析
されることで、データ間のコンテクストを読
み解くことが可能となった。ここから得られ
た知見は、既存の製品を改善するだけではな
く、新たなサービスを生み出す源となってい
る。サービスや製品が、データから成る「サ
イバー世界」と「現実世界」を行き来し、価
値を向上させる世界観が、実世界との融合で
ある。

この一例には、サイバー世界であるオンラ
インショッピングと現実世界の実店舗を結び
つけ、新たな購買体験を実現するオムニチャ
ネルが含まれる。また、次節で詳細を説明す
るゼネラルエレクトリック（GE）のインダス
トリアル・インターネットも事例の一つである。

（2）	GEに見る実世界との融合による効果

実世界との融合により、価値の向上を果た
した代表例が、GEによる「インダストリア
ル・インターネット」である。従来、産業機
器においては、製品の販売による売り上げ
と、その後のアフターサービスが主たる収入
源であった。しかしながら、耐用年数に応じ
た定期的な保守作業によるアフターサービス
では、付加価値が乏しく、GEの専業ともい
える航空機向けエンジンにおいてさえも、サ
ードパーティによる低価格な保守サービスに
取って代わられるという事態が、近年起きて
いた。これに対し、顧客に対するサービスの
高度化によるビジネスの奪還を狙ったもの
が、インダストリアル・インターネットを用
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かといった型の管理も課題となっていた。こ
の課題へのソリューションとなり得るもの
が、データのデジタル化による保存である。
また、デジタルデータとして保存できること
で、現在の職人の技を後世に残すことも可能
となる。

一方で、デジタル化のメリットは、既存の
課題を解決するだけではなく、新たなメリッ
トも生み出している。その一つが、CAD/CAM
を活用した、離れた海外のデザイナーとのコ
ラボレーションによる製品作りである。これ
までとは異なる作り手が焼き物作りに参加す
ることで、共創が実現し、新たな発想での製
品の誕生が期待されている。

（4）	実世界との融合にとって

	 望ましいアーキテクチャー

2030年の世界では、実世界との融合は2015
年とは比較にならないほど進むと考えられ
る。自宅、オフィス、果ては日々の通勤で使
う電車や道路までもが、サイバー世界とつな
がり、人々の日常を豊かなものとするであろ
う。しかし、人とモノが協調し、価値を生み
出すためには、応答のリアルタイム性を忘れ
てはならない。

この観点から、機器の持つべき「知能」
は、クラウド上で集中処理されるのではな
く、各機器の中、つまりは、クライアントで
処理されるべきであろう。一方で、クライア
ントに蓄積された情報から得られる、「知
見」については、クラウドを介して各機器に
共有される。つまり、クライアントとクラウ
ド双方のメリットをバランスよくミックスす
るアーキテクチャーが、実世界の融合を進め
るポイントとなると、筆者は考えている。

既に2000年に入る前より、ラピッドプロト
タイピングを目的として、3Dプリンターが
活用されてきたが、あくまで製品化前の確認
が目的であった。その理由は、3Dプリンタ
ーを用いて作られた樹脂や紙の型では、熱に
よる変形が避けられなかったためである。こ
のブレイクスルーとなったのが、2003年頃開
発された3Dプリンターから直接、石膏型を
作るシステムである。3Dスキャナー、CAD/
CAMと3Dプリンターを連携することで、職
人の持つ暗黙知の再現が可能となった。この
技術は、現在では、有田焼を営む 3 社の型屋
で導入され、効果を発揮している。

期待されるデジタル技術であるが、課題も
ある。製品によっては、3Dプリンターによ
って作成した型に対し、職人による調整が必
要となる場合があるのである。現在のデジタ
ル技術の水準を職人が編み出した製品の精度
と比較した場合、残念ながら、まだデジタル
技術が職人に並ぶことはできていない。この
ため、職人の技術に近づけるべく、再現性を
高めるための技術改良が続けられている。

3Dプリンターを使った型作りを行うメリ
ットには、近年、大きな問題として取り上げ
られることの多い職人不足を機械が補うとい
うこと以外に 2 つある。 1 つは、製品の機能
的メリットであり、職人による手作りでは困
難な複雑な形を作ることができる点である。
もう 1 つは、大量の型を保存する場所として
の、デジタル空間の利用である。一般に、石
膏型の耐用回数は100回程度といわれ、型屋
はいつでも石膏型を再現できるように、オリ
ジナルの型を保持し続ける必要がある。この
保管場所の確保には、倉庫一棟を維持しなけ
ればならないこともあり、どこに何があるの
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たとえば人が赤いリンゴと青リンゴを識別
する場合、色の情報を利用すればいいという
ことは容易に分かる。しかし、従来の機械学
習の手法では自ら識別に利用すべき特徴を抽
出することができなかったため、人が事前に
色情報を特徴として識別するように指示をし
ていた。そのため、顔のような複雑なものを
認識するためには、目や口などの低レベルの
特徴とその配置の関連といった高レベルの特
徴を人があらかじめ抽出する必要があった。
顔の識別のように対象物が複雑な場合、特徴
を機械に適切に教えることが難しいことも多
く、機械学習やニューラルネットの適用範囲
を狭める大きな要因となっていた。

それに対して、ディープラーニングは特徴
を自動的に抽出する機能を有しており、人に
よる抽出なしに学習することが可能となって
いる。このように、データから特徴を学習す
る仕組みは「表現学習」と呼ばれている。デ
ィープラーニングで実現した表現学習によっ
て、機械学習の従来の限界を超えられるので
はないかと期待が集まっている。

（2）	ディープラーニングから汎用人工知能へ

1950年代に人工知能という研究分野が生
まれた当時は、人と同じように考え、学習す
るシステムを構築するいわゆる「汎用人工知
能（AGI：Artificial General Intelligence）」
の実現が研究の目的であった。しかし、 2 度
に渡る汎用人工知能の実現に対する失望期
を経て、人工知能に対する研究は個別課題の
解決を目的とした「狭い人工知能（Narrow 
AI）」に対する研究が主流となっていた。

現在、AIシステムの代名詞のようになってい
るIBMのWatsonも、IBM自らはAIとはいわず、

2 インテリジェント化
（1）	ディープラーニングによってもたらさ

れた機械学習のブレイクスルー

情報システムのインテリジェント化を推進
する鍵となっているのが、機械学習と呼ばれ
る技術である。機械学習とは、明示的にプロ
グラミングすることなく、コンピューターが
経験（データ）によって知識やルールを獲得
できるようなアルゴリズムやシステムを実現
するための技術や手法である。

機械学習にはさまざまな手法があるが、近
年とくに注目を集めているのがディープラー
ニング（深層学習）と呼ばれる手法だ。最近
では、グーグル、マイクロソフト、フェイス
ブックといった米国のIT企業がこぞってデ
ィープラーニングの研究に取り組んでおり、
アップルのパーソナルエージェント「Siri」
やマイクロソフトBingの画像検索にもディ
ープラーニングの技術が活用されている。ま
た、2013年にグーグルがディープラーニング
の世界的権威であるトロント大学のヒントン
教授が立ち上げたベンチャーのDNNリサー
チを買収するなど、人材獲得競争も激しくな
っており、この分野でのベンチャー企業の買
収も盛んに行われている。

ディープラーニングは脳の神経回路を模し
た機械学習の手法であるニューラルネットの
一種である。その構造は、複数の層のニュー
ラルネットから構成されている。前段の層に
おいて抽出した低レベルの特徴から、後段の
層の高レベルに抽象化された特徴まで自動的
に求められることが、従来の手法と大きな違
いである。人の場合、何かを識別する際に適
当な特徴を見いだすことは自然と行っている
行為である。
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能性は低いと思われるが、DQNよりもより
広範な領域の課題について、自己学習しなが
ら問題解決するシステムが利用可能になって
いると予想される。では、具体的には人工知
能によって、どのようなことが実現されるの
であろうか。

表 1 に、人工知能によって実現できるソリ
ューションをまとめた。今後、対象とする事
象・業務に対する深い知識に基づいて予測や
分析を行い、人の意思決定を支援するシステ
ムや、今までコンピューターが処理できなか
った自然言語、画像に対する大規模かつ高速
な処理が実現すると予想される。これらのソ
リューションの多くは現在でも部分的に実用
化され始めているが、まだコストがかかるの
が実情である。機械学習においてよく利用さ
れている教師付き学習の場合、人工知能に対
して品質の高いQA（質問と回答）のセット
を、学習データとして大量に用意する必要が
ある。QAの整備にはかなりの人手が必要と
なる場合が少なくない。そのため、機械学習
を利用する場合、学習データの整備が人工知
能の導入に対する当面のハードルとなる可能
性がある。

汎用人工知能の時代の入り口となる2030年
頃には、教師付き学習が不要となる自己学習
技術の進歩などにより、多くの人手を必要と
することなく、より高品質な作業を実現する
システムが安価に利用できるようになること
が期待される。

3 ナチュラルユーザーインターフェース
 （Natural User Interface）の実現
（1）	ユーザーインターフェースの進化

人工知能の進化に伴う音声認識や自然言語

自然言語を理解・学習し人の意思決定を支援
する「コグニティブ・コンピューティング・シ
ステム（Cognitive Computing System）」と
呼んでいる。これもWatsonが「汎用人工知
能」ではなく「狭い人工知能」であるという
理解に基づくものであると考えられる。

しかし、近年ディープラーニングによって
実現された「表現学習」により、再び「汎用
人工知能」実現に対する研究活動が活発化し
てきている。「狭い人工知能」がチェスや音
声認識、自動運転など個別の課題に対応する
ように設計されているのとは異なり、「汎用
人工知能」は、一つのシステムが自己学習
し、人と同じようにさまざまな分野の課題を
解決することが可能である。

自己学習するシステムの事例として最近よ
く見られるのが、ディープラーニングに強化
学習の手法を適用したものである。米グーグ
ルが買収したDeepMindのチームは、2015年
2 月 に「deep Q-network（DQN）」 に つ い
ての論文を発表した。

DQNは自らゲームのルールを学習し、 1
日程度の期間で「Breakout」や「Pong」（ブ
ロック崩し）などの 2 次元ビデオゲームにお
いて、人よりハイスコアを獲得するまでに成
長する。DQNが実現したものは、汎用的な
自己学習の仕組みとまではいうことはできな
いが、ディープラーニングが汎用人工知能の
実現に大きく貢献することを期待させる事例
といえよう。

（3）	自己学習の実現による

	 人工知能利用の拡大

本論文が対象としている2030年という時期
を鑑みると、汎用人工知能が実現している可
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いのだけど、ホテルは市内で4つ星、値段は
一泊200ドル以内、朝食付き。帰りは、ニュ
ーヨークまで15時以降の出発の便が希望だけ
ど、通路側が満席なら、遅い便でもよい」と
いったように指示を与えると、必要な旅行プ
ランを自動的に組み立て関連する予約を実行
してくれる。将来的には、有能な秘書のよう
に依頼者の嗜好やスケジュールから自動的に
旅行プランの提案や予約をすることも可能に
なるであろう。

このように、ナチュラルユーザーインター
フェースや人工知能の進化によって、今後は
機械による人の業務の代替が進むと予想され
る。しかし、ナチュラルユーザーインターフ
ェースの活用シーンは、サービス提供におけ

処理技術の発達により、2030年には「人と会
話しているようなナチュラルユーザーインタ
ーフェース」が実現されるであろう。従来、
人と機械とのインターフェースはキーボード
やマウスなどが主流であり、機械が受け取る
ことができる手段に合わせて、人が明示的に
情報を与えていた。しかし、今後は人に関す
る情報や行動を機械が自ら理解するととも
に、人に関する情報をより詳細に得られるよ
うになり、状況に応じて機械が適切な対応を
するようになる。

スタートアップ企業のHelloGbyeは、自然
言語で旅行予約可能な旅行コンシェルジュサ
ービスを試験提供している。たとえば、「明
日から 2 泊 3 日で、アトランタに旅行をした

表１　人工知能によって実現されるソリューション

業種・業務エリア 利用例

金融
● 不正検知
● 金融工学、自動取引
● 信用リスク管理

マーケティング・営業支援
● Next Best Action
● カスタマーエクスペリエンス向上
● ダイナミックプライシング

サプライチェーン
● 製造管理
● 需要予測
● モニタリング・リモートセンシング

ヘルスケア
● 病気診断支援
● 病気予見システム

公共サービス・スマートシティ

● 犯罪予見・防止
● ルート最適化（救急車両配送）
● 交通システムのインテリジェント化
● 自動運転

ヒューマンインターフェース
● 自然言語処理
● 文字認識・画像認識・音声認識
● 感情認識

セキュリティー
● 不正アクセス検知
● 迷惑メール対策
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身体機能を改善・補助・拡張することができ
るサイボーグ型ロボットであるHAL（Hybrid 
Assistive Limb）を開発している。利用者
は、身体にHALを装着することで、「人」「機
械」「情報」が融合し、身体の不自由な人の
アシストや、通常よりも大きな力を出すこ
と、さらには、脳・神経系への運動学習を促
すことができる。たとえば、作業支援用の
HALを身体に装着することにより、利用者
は重量物を持ったときに腰部にかかる負荷を
大幅に低減することが可能となり、重作業を
楽に行うことができるようになる。

HALの動作原理は、人が身体を動かすと
きに脳から筋肉へ送られる信号、すなわち

「生体電位信号」を読み取って、その信号の
通りに動く。つまりHALは、利用者が脳で
考えた通りにその動きをサポートする。この
ように、HALもナチュラルユーザーインタ
ーフェースを備えた、人の運動能力を拡張す
る機械として捉えることができよう。

将来、機械で人の能力を拡張する技術が進
んだ場合、次第に人と機械が融合していく可
能性がある。人と機械が融合したものとして
は、古くからサイボーグやトランスヒューマ
ニズムという概念があるが、最近では次の段
階の人類という意味でヒューマニティ2.0とい
う言葉も使われ始めている。2030年に向けて、
ICTのみでなく遺伝子工学など人の能力を拡
張する技術が数多く出現すると予想される。
そのとき、われわれはあらためて、人のある
べき姿を議論する必要に迫られるであろう。

（3）	人と機械の共生

ここまで、ナチュラルユーザーインターフ
ェースの進化により、個としての人が機械に

る人の支援や代替のみではなく、社会に対し
てもっと大きな影響を与えると予想される。

（2）	ナチュラルユーザーインターフェースが

	 実現する人の能力拡張

今後、ナチュラルユーザーインターフェー
スは、アップルのSiriやHelloGbyeのように、
ネットワークサービスとして人の生活や活動
を支援するだけでなく、人の能力を拡張する
ようになるであろう。拡張が期待される人の
能力には 2 種類ある。 1 つは知力や知覚能力
などの情報処理に関する能力であり、もう 1
つは筋力のように運動に関する能力である。

人が知覚する実世界をコンピューターやデ
バイスの機能を利用して拡張する拡張現実

（Augmented Reality）という技術がある。
この技術は、たとえばグーグルグラスなどを
利用して、人が見ている街並みに住所や店舗
の情報などを重ねて表示するといったよう
に、実世界を拡張した形で人に情報を提供す
るため、拡張現実という名称で呼ばれてい
る。しかし、この技術はデバイスなどによっ
て人の知覚能力を拡張し、新たな形で実世界
を捉えられるようにする技術と位置づけるこ
ともできる。

今後、ナチュラルユーザーインターフェー
スやグーグルグラスのようなウエアラブルデ
バイスの進化により、実世界だけでなくネッ
トワークの世界の情報も、望んだときにコン
テクストに合わせて利用することが可能にな
るなど、人の知力や知覚能力の拡張はますま
す増大するであろう。

こうした人の能力の拡張は、運動に関する
領域でも今後活用が進むと予想される。筑波
大学発のベンチャー企業サイバーダインは、
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れると考えられる。しかし、その共生関係を
うまく機能させるためには、双方の特徴をよ
く理解し、お互いに活動しやすい環境を整え
たり、人が機械の学習を支援したりする必要
がある。企業は、能力を拡張した人と機械と
による新たなチームが力を発揮できるような
業務の運用方法を模索することになるであろ
う。

1 4 次元企業の台頭
NRIでは、サービスやモノ作りのコアと

ICTを融合させビジネスを革新する企業を意
味する言葉として、「 4 次元企業」という造
語を用いている。 4 次元企業となるために
は、ICTとしてRINコンピューティングを構
成する 3 つの技術のすべて、もしくはその一
部を有効活用しているものと考えている。モ
ノ作りやサービスのコアとICTを掛け合わせ
ることにより、新しい技術やサービス、さら
には産業が創出される。また、サービスは、
高度化されることが期待される。 4 次元企業
を 4 つのタイプに分類し整理したものが、図
1 である。
「産業創出型 Type─I」は、全く新たな産業
を創り出す企業であり、ときとして、既存の
ビジネスモデルを破壊するインパクトを持
つ。
「サービス型」は、 2 つの種類に分かれ、サ
ービス企業から、ICTの活用によりサービス
の高度化を目指す「Type─SS」と、サービ
ス企業以外のモノ作りから、新サービスを生
み出す「Type─SM」である。SSとは、Ser-

よって機能を拡張する可能性について論じ
た。同様に、企業などの組織においても、ナ
チュラルユーザーインターフェースを有した
インテリジェントな機械と人がいかにして共
に活動をしていくかを検討する必要がある。

ナチュラルユーザーインターフェースによ
って、機械と人とのコミュニケーションの垣
根はより低くなり、高度なICTの利用が拡大
する。しかし当面は、事前に機械の機能を発
揮できるよう環境を整えたり、運用時に人が
機械の支援をしたりしなければならないケー
スが少なくない。

長崎のハウステンボスにあるホテルでは、
フロントやポーターなどいくつかの業務をロ
ボットが人の代わりに行っているが、ロボッ
トを利用するために環境面での整備をしてい
る。具体的には、フロント業務を円滑に行う
ように、客の記帳完了を知らせるためのボタ
ンを用意し、ポーターのロボットが通路を認
識するため廊下にタグを埋め込むといった工
夫をしている。

また、IBMのWatsonを利用した大手金融
機関におけるコンタクトセンターでの利用事
例の場合、顧客とWatsonが直接対話するの
ではなく、コンタクトセンターのオペレータ
ーがWatsonの回答候補から適切と考えられ
るものを選択している。そして、Watsonが
提示した回答が適切である否かもオペレータ
ーが評価するなど、Watsonの回答の品質を
高めるための学習データの構築にも、オペレ
ーターが一役買っている。

今後、機械がナチュラルユーザーインター
フェースを獲得することにより、人と機械と
の距離は急速に縮まることになる。その結
果、人と機械との間に新たな共生関係が生ま

Ⅲ	 4 次元企業
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次元企業の各タイプに、取り上げるに足る多
彩な企業が存在するためである。今回、取り
上げる企業を図 2 に示す。

（1）	産業創出型	Type─I：Uber

Uberは、ライドシェアという新たなビジ
ネスを創造した点から、自動車産業における
産業創出型の 4 次元企業である。

Uberは、車の所有者と移動したいという
利用者のマッチングサービスによって成り立
っている。Uberの利用者は、専用のアプリ
ケーションを用いて乗車したい場所と目的地
を入力し、待ち合わせ場所に行く。支払い
は、事前登録したクレジットカードによって
オンラインで完結し、ドライバーとの金銭の
やり取りは一切発生しない。つまり、煩わし
いチップのやり取りもない。利用後は、利用
者が互いに評価をする仕組みをとっており、

viceからServiceへの高度化の頭文字を取って
いる。また、SMとは、ServiceをMonozukuri
から生み出すとしてその頭文字を取ってい
る。Type─SSには、既にビジネスでICTを活
用している企業が多く、Type─SMには、伝
統的なモノ作り産業からの脱皮を図る企業が
含まれる。
「技術型 Type─T」は、ICTとの融合によ
り、新技術を生み出す企業である。技術型の
企業は、自社の技術を活かすためには、産業
創出型やサービス型の 4 次元企業との連携が
必要であるという特徴を持つ。

2 自動車産業における 4 次元企業
4 次元企業をより深く理解するため、自動

車産業を例に挙げる。その理由は、完成車を
販売する企業から部品を販売するサプライヤ
ーに至る、巨大な産業構造を有しており、 4

図1　4次元企業の分類

ICT

RN

I
モノ作り

サービス

RIN
コンピュー
ティング

産業創出型  Type─I
Industry-Conscious

新たな産業を創り出す企業

サービス型  Type─SS
Service-Conscious

サービス企業から、サービス
の高度化を実現する企業

サービス型  Type─SM
Service-Conscious

サービス企業以外から、
新サービスを生み出す企業

技術型  Type─Ｔ
Technology-Conscious

ICTとの融合により
新技術を生み出す企業

×
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サービスに価値を置き、構築したプラットフ
ォームを差別化要因とし、ビジネスを拡大す
る可能性を有している点である。

（2）	サービス型	Type─SM：ダイムラー

ダイムラーは、いわずと知れた世界的な自
動車メーカーである。そのダイムラーも、製
造業の枠を越え、ICTを組み合わせること
で、新たなサービスビジネスを展開してい
る。サービス業以外からサービス業への進出
を行う点により、ダイムラーは、自動車産業
におけるサービス型 Type─SMの 4 次元企業
といえる。

たとえば、運転が手荒だったり車が汚れてい
たりすると、ドライバーの評価は悪くなる。
ドライバーの評価は、Uberから配車される
際の条件にも大きく影響し、稼ぎにも影響を
与える。

この仕組みにより、利用者にとっては快適
な車での移動ができる全く新しい乗車体験が
実現した。一方で、ドライバーにとっては、
自家用車を用いて道すがら手すきの時間を活
用して稼ぐことが可能となった。

産業創出型の 4 次元企業が生み出す新産業
には、大きな特徴がある。それは、Uberの
例にもあるように既存のモノ作りではなく、

図2　自動車産業における4次元企業例

産業創出型  Type─I
新たな産業を創り出す企業

ライドシェアリング

カーシェアリング

自動運転

自動車製造

ダイムラー

サービスビジネス

Uber─ライドシェア

サービス型   Type─SS
サービス企業から、サービス
の高度化を実現する企業

テスラモーターズ─
Model S（自動運転車）

サービス型  Type─SM
サービス企業以外から、
新サービスを生み出す企業

ダイムラー ─CAR2GO
（カーシェアリング）

技術型  Type─T
ICTとの融合により
新技術を生み出す企業

NVIDIA─DRIVE PX
（自動操縦車載
コンピューター）

売り切りビジネスから、カーシェアも
含めたサービスビジネスへ拡大

Uber

ICTにより、新たなサービスを創造

NVIDIA

コンピューターグラフィックス分野か
ら進出

テスラモーターズ

サービスに価値の重きを置き、自動運
転もその一つとして段階的に提供予定
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（3）	サービス型	Type─SS：テスラモーターズ

テスラモーターズは、ユーザーに提供でき
る価値についてICTを活用した機能に軸足を
置いている。従来の自動車メーカーのような
製造業の企業というよりも、ソフトウエア企
業、つまりはサービス企業の側面が強い。こ
のため、サービス企業から自社の提供するサ
ービスの高度化を目指す企業として、自動車
産業におけるサービス型Type─SSの 4 次元
企業と位置づけることができる。

テスラモーターズの車は、Software-De-
fined Carとも呼ばれ、ソフトウエアのアッ
プデートにより車の持つ性能や機能が改善さ
れ、ときに新機能までもが追加される。従来
の車は、販売された時点の機能や性能をベー
スに維持管理され、より燃費のよい車、運転
が楽になる車を望めば、車を買い替えなけれ
ばならなかった。一方で、テスラモーターズ
では、常にソフトウエアの改善、機能追加が
行われ、ユーザーは購入後も車載コンピュー
ターのソフトウエアをアップデートすること
で、新機能を享受することができる。

サービス型Type─SSの 4 次元企業は、高
度にICTの利用を進めた企業といえる。この
結果、製品の持つ機能をハードウエアとして
作りこむのではなく、将来の機能向上、サー
ビスの高度化を見据え、あえてソフトウエア
で実現する。これは、ときに性能面ではハー
ドウエアによる作りこみに及ばなかったとし
ても、ユーザーの期待するものは、購入時の
数％の性能の優劣ではなく、その後の利便性
を高めるサービスにあるからである。

（4）	技術型	Type─T：NVIDIA

NVIDIAは、コンピューター向け画像処理

CAR2GOは、ダイムラーの傘下でカーシ
ェアリングを展開する企業である。ダイムラ
ーがCAR2GOを進める理由は、近年進む車
離れへの対策という単純なものではない。主
に欧州の都市部で進む駐車場スペース不足
と、自動車を移動手段として手軽に利用した
いという要望の両面に応えるためである。

CAR2GOは、ほかのカーシェアリングサ
ービスと違い、事前に会員登録すれば予約な
しにその場にある車を手軽に利用でき、指定
エリア内であれば自由に乗り捨てしてよい。
この手軽さを支える技術がICTである。

ユーザーは、スマートフォンの専用アプリ
ケーションなどを活用し、自身の近くにある
利用可能な車をリアルタイムで確認できる。
これにより、「スーパーへ歩いて買い物に行
き、帰りは荷物が思いのほか多くなったの
で、車を使って帰りたい」といった際にも、
ユーザーの都合に合わせて利用できる。ユー
ザーの視点に立った利便性の高いサービスと
してカーシェアリングを仕立て上げている点
が、従来のカーシェアリングサービスと大き
く異なっている。

サービス型Type─SMの 4 次元企業は、自
社製品を利用する際の課題を、ICTを活用し
たサービスによって解決する点が特徴であ
る。モノ作り企業でありながら、サービスに
注力するには 2 つの理由がある。 1 つは近
年、多くの業界において製品がコモディティ
化し、従来型のアプローチである製品の高機
能化では、価値の訴求が難しくなったためで
ある。もう 1 つは、ユーザーの求める価値
が、アフターサービスの充実による安心感や
製品購入時のサポートなど、付帯サービスに
移ったことにある。
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ある。

（5）	自動車産業の未来と

	 オープンイノベーション

自動車産業を事例として、 4 次元企業の 4
つのタイプを整理した。この整理から分かる
ことは、その産業が有していた既存のビジネ
スからの価値のシフトである。自動車製造と
いうモノ売りの枠を越え、価値の主戦場は、
サービスビジネスに移っていくと予測され
る。コンピューターや携帯電話でかつて起き
たようにモノ作りそのものが高度化し、製品
のコモディティ化が進むと、性能面では差別
化が困難となる。このため、自動車産業を牽
引してきたメーカーは、ユーザーの移動体験
を高度化するために、これまで以上にサービ
スに注力するものと考えられる。

近い将来、登場し得る自動運転技術の実用
化により、車内での時間の使い方は、今とは
全く異なるものとなる。この空き時間に対
し、新たなサービスが誕生することは容易に
想像できる。たとえばトラックによる配送で
は、自動運転と高速道路の流量の調整によ
り、目的地まで安全に、かつ遅れることなく
運ぶことが期待できる。少し想像を働かせた
だけでも、日常生活を改善するアイデアは数
限りない。

一方で、新たなサービスを支える技術は、
技術型 4 次元企業が大きな役割を担う。ユー
ザーの要望に対して、アイデアを実現するた
めに技術開発に数年もかけるというのではな
く、技術の持つ本質を目利きとして見極め、
組み合わせることができる匠の力が必要とな
る。このため、既存のビジネスパートナーを
越えた、技術を持つ企業と技術を求める企業

チップを製造する企業である。NVIDIAの技
術は画像処理に留まらず行列演算など、大規
模な構造のシミュレーションの用途に応用可
能である。このような使い方は、GPGPU

（General-purpose computing on graphics 
processing units）と呼ばれ、この特性との
親和性が高いものの一つが、人工知能のアル
ゴリズムとして近年注目されるディープラー
ニングの計算処理である。NVIDIAは、いち
早くこの点に着目し、ディープラーニングを
活用した物体認識技術を開発、自動操縦車載
コ ン ピ ュ ー タ ー 向 け の シ ス テ ム と し て

「DRIVE PX」を販売している。
NVIDIAは自社のコア技術を活かし、テス

ラモーターズに採用され、アウディと自動運
転技術の開発で連携するなど、自動車業界へ
の進出を進めている。以上からNVIDIAは、
自動車産業における技術型の 4 次元企業と考
えることができるであろう。

技術型の 4 次元企業は、ほかの 4 次元企業
と の 連 携 に よ っ て 価 値 を 高 め て い る。
NVIDIAは、たとえばサービス型Type─SSの
4 次元企業であるテスラモーターズと提携関
係にある。これまで、技術に強みを持つ企業
は、自社のコアコンピタンスたる製品の性能
や機能を高度化することで価値を高めてき
た。NVIDIAも、かつては、画像処理チップ
のメーカーとして、同業他社と処理性能を尺
度として戦いを繰り広げてきた点は相違ない。

しかし、NVIDIAがほかのチップメーカー
と異なるのは、 4 次元企業と連携することで
自社製品の持つ新たな価値に早期に気付いた
点である。単なる技術系企業から技術型の 4
次元企業に変わるためのキーは、他業種の企
業との積極的な連携によるイノベーションに
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LettuceBotは、画像認識技術と機械学習によ
り苗ごとの生育状況を把握、備え付けられた
ロボットアームにより間引き作業、雑草の除
去、生育状況に応じた農薬の散布の最適化が
可能となっている。

この結果、均一に農薬を散布する従来方式
に比べ、農薬量を抑えながらも収穫量を向上
することに成功した。ブルー・リバー・テク
ノロジーは、半導体工場などの生産現場で使
われていた画像認識技術を農業に転用した、
技術型 4 次元企業といえる。開発された技術
は、人手不足への対応、そして商品の価値向
上にも効果があると思われる。

4 次元企業となるためには、自社のサービ

間の連携、つまりオープンイノベーションの
取り組みが、今後より一層活発になると予測
される。

（6）	 4次元企業への発展は、

	 あらゆる産業へ影響を与える

既存の企業が、自社のコアとRINコンピュ
ーティングを掛け合わせることで 4 次元企業
へと発展していく一例を、図 3 として示し
た。昨今の、ICTを積極的に活用し、新たな
金融サービスの実現を目指すFinTechのムー
ブメントは、 4 次元企業が誕生する過程にあ
るともいえる。しかし、 4 次元企業の誕生
は、自動車産業などの製造業や、サービス業
に留まらないとNRIでは考えている。

その具体例が 1 次産業、農業でのロボット
活用を進める米国ブルー・リバー・テクノロ
ジーである。同社は、LettuceBot（レタスボ
ット）という製品を開発し、大規模農業の中
に 人 の 手 作 業 の 細 や か さ を 実 現 し た。

図3　4次元企業への発展例

3次産業

金融 FinTech×
RIN

コンピュー
ティング

小売 マスカスタマイゼーション×

+

RIN
コンピュー
ティング

製造業 インダストリアル・
インターネット

4次元企業

×
RIN

コンピュー
ティング

農業

2次産業

1次産業 スマートファーム×
RIN

コンピュー
ティング

Ⅳ	 4 次元企業への
	 進化を遂げるために
	 企業に求められるもの
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者となるか、もしくは参加することが必要と
なる。マルチサイド・プラットフォームを通
じて新たな市場、顧客、そしてパートナーを
獲得することが、 4 次元企業となりマーケッ
トで成功者となるモデルの一つであると筆者
は考えている。

GEは、同社が開発した解析システムPre-
dixをクラウドサービスとして他の企業にも
解放し、アプリケーションの開発を促してい
る。自社で開発したサービスをインターネッ
ト上のサービスとして、そのアプリケーショ
ンプログラミングインターフェース（API）
を提供することによりプラットフォームの拡
大やエコシステムの構築を目指す考え方は、
最近ではAPIエコノミーと呼ばれ、新しい経
済圏を構築するものとして期待されている。

ソフトウエアやサービスをAPIという形で
利用できるようにするという考え方は、ソフ
トウエア部品の再利用による、ソフトウエア
開発の生産性向上や品質向上のための方法論
として、従来からあった。しかし、APIエコ
ノミーは、ビジネスの拡大や迅速なサービス
提供、さらにはAPIを活用したサービスの増
加による顧客経験価値の向上といったビジネ
ス上の価値の増大を目的としたものである。

たとえば前述のUberは、自社の配車サー
ビスから利用可能なAPIを提供しており、フ
ォースクエアやハイアットなどの多くの企業
が、UberのAPIを自社スマホアプリに組み
込んでいる。そして、フォースクエアなどの
スマホアプリ経由でUberのタクシーが利用
された場合には、Uberはその対価をフォー
スクエアなどに支払うというビジネスモデル
になっている。このような仕組みによって、
APIの利用企業は、自社の顧客向けにより高

スやモノ作りのコアとRINコンピューティン
グを構成するICTを組み合わせることが必要
であると述べた。しかし、 4 次元企業の真価
である新しい技術や、サービスの創造などを
するためには、単に技術を揃えるだけでは十
分ではない。自動車産業の事例で示したよう
に、企業の枠組みを越えた連携、オープンイ
ノベーションの取り組みが必要となる。つま
り、既存のパートナー企業や産業といった垣
根を越えた企業と連携する「仕組み」が 4 次
元企業となるための鍵といえる。

この仕組みの参考となるのが、マルチサイ
ド・プラットフォームであろう。マルチサイ
ド・プラットフォームとは、異なる産業に属
する企業やユーザー間を直接結び、さまざま
な価値を創造するための共通基盤を指してい
る。たとえば、商品を売りたい店と商品を買
いたい顧客を結びつける楽天市場は、マルチ
サイド・プラットフォームといえる。オンラ
インだけではなく、三菱地所など大手不動産
会社が展開する大規模ショッピングモール
も、娯楽やショッピング、学習、さらには特
設イベントに至る魅力的な価値を提供する場
として、マルチサイド・プラットフォームと
いえる。

マルチサイド・プラットフォームを成功へ
と導くための重要な要素が、プラットフォー
ムに参加するユーザー数と企業数、そして多
様性である。たとえば、NVIDIAのような技
術型 4 次元企業であっても、自動操縦車載コ
ンピューター向けのシステムとして「DRIVE 
PX」をプラットフォームとして開発し、積
極的に自動車メーカーに活用を呼びかけてい
る。 4 次元企業として成功するためには、自
らがマルチサイド・プラットフォームの支配
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へ進化する企業となるであろう。

注

http://www.cisco.com/web/about/ac79/docs/
innov/IoT_IBSG_0411FINAL.pdf
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い顧客経験価値を提供することが可能とな
る。また、Uberは他社のインフラを利用し
てより多くの顧客にリーチすることが可能と
なる。

今後、多くの企業がIoTなどの新しいイン
フラを活用して得られるデータを蓄積し、そ
れをビッグデータ分析や人工知能を利用する
ことにより多くの高付加価値サービスが実現
されることであろう。しかし、それらから得
られる価値を最大化し、他社との差別化を考
えた場合、利用を自社内のみに留めるのでは
なく、API公開することによって価値をいっ
そう高めることが可能となる。単に外部から
技術力などを獲得するだけではなく、そこか
ら構築されるビジネスに多様な企業を取り込
むことのできる企業こそが、真に 4 次元企業


